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【背景・目的】現在の日本は少子高齢化社会である。しか
し、15 歳未満の小児患者数（外来）は 2005 年約 63 万人、
2011 年約 68 万人と増加傾向にある。さらに小児に対する
医療の高度化による退院の遅延に起因する入院者数の増
加が問題となっており、小児患者の在宅医療への移行推進
が求められている。訪問看護の利用者は圧倒的に高齢者の
割合が高く、小児の利用者数は全体の約 0.9％と少数であ
る。これは小児を対象とした訪問看護提供施設が少ないこ
とや、小児の利用者の割合が少ないため看護師の小児に対
する訪問看護の経験が成人や高齢者と比較して少ないこ
とも一因である。また、小児は在宅での医療的ケアニーズ
が非常に高いことや、親の看護師に対するニーズの水準も
高いことから、看護介入そのものが困難となる場合も多い。  
本研究は、現在支援を行うことに困難を感じている看護
師や、これから小児訪問看護を担おうとする看護師への支
援の一助となると考え、訪問看護師が小児患者と接する際
に心がけていることを明らかにすることを目的とした。 
 
【方法】小児専門以外の訪問看護ステーションで小児（15
歳未満）訪問看護を行い、専門および認定の資格を得てい
ない看護師 1 名を対象とした。データ収集は、インタビュ
ーガイドを用いた半構成面接を行い、時間は 30 分程度と
した。さらに、インタビュー内容をデータとし分析を行っ
た。なお、本研究は、新潟医療福祉大学倫理審査委員会の
承認を受けて行った。 
 
【結果】研究協力者は、女性看護師である（以下 B さん
と示す）。B さんの訪問看護在職年数は 4 年 11 か月、看護
師勤務経験年数は、約 28 年であった。インタビュー当時
の B さんの訪問看護の件数は、週に延べ 20 件であり、小
児訪問は週に 1 件であった。なお、インタビュー時間は
34 分 48 秒であった。 
分析の結果、小児患者を対象とした訪問看護を行う看護
師が心がけていることとして、退院前では【退院前より児
の疾患についての学習を行う】、【退院前より児についての
情報収集を行う】、退院後では【児の母親との関係性の構
築をする】、【急変しやすいため注意して観察を行う】、【細
かい対応方法を母親に伝える】、【親の不在時の児の様子を
親に細かく伝える】、【児の母親との関係性を見極めた上で 
医療処置を提案する】、【児の母親の力量をアセスメントす 
 
表１ コード及び対象者の語り（データ）について 
 
る】、【助産師との連携を図る】の 9 つのコードを抽出した。 
 
【考察】本研究では、児の母親に関するコードが多数抽出
された。小児は、医療処置を他者に依存している状況や愛
着形成の段階であることから、児と母親の関わりは必要不
可欠であると推測される。そのため、小児を対象とする訪
問看護では成人や高齢者の訪問看護と比較して、療養者だ
けでなくその家族に対しての関わりも重要であると考え
られる。これらのことより、小児を対象とする訪問看護を
行う際には、小児を注意深く観察することなども重要であ
るが、児の母親との関係を構築したり母親の負担や力量を
考慮したりすることも児の効果的なケアに繋がると思わ
れる。 
 
【結論】小児患者を対象とした訪問看護を行う看護師が心
がけていることとして、の 9 つのコードが抽出された。小
児患者を対象とした訪問看護を行う際には、児に対しては、
疾患や状態の安定度などの把握を行うこと、児の母親に対
しては、母親との関係性を築くことに重点を置いたりそれ
ぞれの母親の負担などを考慮して指導内容を変えたりす
ること、また、助産師などの他職種と連携を図ることが必
要であると示唆された。 
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